
【共通様式】

使命
・副首都化に係る企画及び立案並びに推進並びにその総合調整を担う
・大阪の発展をけん引する「知の拠点」をめざす公立大学法人大阪の設立団体として、
府市一体の法人管理を行い、法人の機能強化を図る

令和７年度　副首都推進局運営方針
（所属長 ：西島　亨）

「目標」「使命」及び「所属運営の基本的な考え方」

目標
東西二極の一極、さらに、複数の都市が日本の成長をけん引する新たな国の形を先導す
る「副首都・大阪」の実現のための取組の推進。

令和７年度
所属運営の
基本的な
考え方

・「副首都ビジョン」を指針として、府市一体を核にオール大阪で大阪の副首都化が推
進されるよう取組を進める
・府市一体条例のもと府市一体の行政運営を推進するため、副首都推進本部（大阪府
市）会議を適宜開催し、府市の重要な方向性等について協議し、取組を進める
・大阪公立大学の「知の拠点」に向けた取組を支援する
・大阪・関西万博開催を好機として、情報発信を強化するとともに、積極的に協力する

重点的に取り組む経営課題

経営課題１　副首都・大阪の実現

５決算額 24百万円 ６決算額 18百万円 ７予算額 37百万円

課題認識

・「副首都ビジョン」では、大阪が、平時の日本の成長、非常時の首都機能のバック
アップを担う副首都（経済、バックアップ、行政・政治）として、『東西二極の一極、
さらに、複数の都市が日本の成長をけん引する新たな国の形』を先導することとしてお
り、「世界標準の都市機能の充実」、「府市一体を核に行政体制の整備」、「チャレン
ジを促す経済政策」など副首都・大阪の実現に向けた取組を進める必要がある
・そのため、当局が、いわば司令塔役としてビジョンの具体化に向けた取組の推進や進
捗管理を進めるとともに、大阪・関西万博も活用しながら機運醸成を図り、首都機能
バックアップの取組や副首都推進に向けた仕組みの検討を進めていく必要がある
・府市一体条例のもと副首都推進本部（大阪府市）会議で協議・合意した取組の具体化
を進めるとともに、進捗を管理する必要がある

主な戦略
(課題解決の方策)

・副首都ビジョンを指針とした副首都化の推進
・府市一体条例のもと府市連携・一体的な行政運営の推進

アウトカム
指標

（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

・副首都ビジョンの目標達成（2030年：大阪のGDP国内シェア約９％・経済規模約50
兆円、副首都・大阪の府民認知度60％以上）に向け、副首都ビジョンの具体化を図る取
組が進んでいる

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

７年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

GDPの最新公表値（令和５年度）では、経済規模が３年
連続で増加している。令和７年度は、副首都化の実現に
向けた各種取組や機運醸成など、副首都ビジョンの具体
化に向けた取組が着実に進捗している。

A ―



【共通様式】

経営課題２　大阪公立大学の「知の拠点」に向けた取組支援

５決算額 30,447百万円 6決算額 35,284百万円 ７予算額 21,184百万円

課題認識

・グローバル化や少子化など大学を取り巻く社会情勢がめまぐるしく変化し、ますます
大学間競争の激化が見込まれている中、設立団体である府市が世界の都市間競争を勝ち
抜いていくためにも、大阪公立大学の価値を一層高める必要がある
・大阪公立大学が、府市の両大学が統合して開学した幅広い分野を有する総合大学とし
て、大阪の都市課題の解決や産業競争力の強化に貢献するには、大学統合による効果を
最大限に発揮する必要がある
・これまで以上に府市一体の法人管理を行うとともに、より緊密に公立大学法人大阪と
連携し、大阪の成長と発展に貢献する「知の拠点」をめざす必要がある

主な戦略
(課題解決の方策)

・森之宮等のキャンパス整備の推進等、広く優秀な学生や研究者を集め、多くの企業等
と連携できる環境整備を行う
・「都市シンクタンク機能」、「技術インキュベーション機能」を充実・強化し、大学
発スタートアップの創出などにより、大阪の産業競争力の強化などに貢献するととも
に、秋入学の導入などにより大学の国際力強化に取組む
・第２期中期目標の達成に向け、中期計画を着実に推進する

アウトカム
指標

（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

・大学発スタートアップ創出支援などを含む第２期中期目標の達成に向け、大学での中
期計画の取組が進んでいる状態

アウトカム
指標の達成状況
（定量評価）

７年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

法人で取りまとめ中であるが、約8割の評価指標について
計画以上の取組結果となっている。その他の評価指標に
ついても引続き取組んでおり、第２期中期目標達成に向
け取組が進んでいる状態。
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【共通様式】

自己評価
（運営方針全体
の定性評価）

【経営課題１　副首都・大阪の実現】
・副首都化の推進に向け、府内すべての市町村を訪問し意見交換を実施。各市町村にお
ける好事例の横展開に向け、府市及び各市町村の取組状況を共有することができた。
・副首都ビジョンのプロモーションや首都機能バックアップの取組、副首都推進に向け
た仕組みの検討が進んだ。また、大阪・関西万博において、令和７年９月13日及び14日
にブース出展を行い、日本全国及び海外に対し、情報発信を行い、X及びInstagramフォ
ロワーを獲得した。
・府市一体条例のもとで「Beyond EXPO 2025」及び「大阪の副首都構想について」
の策定や、夢洲第２期区域のまちづくりに関する取組を進めることができた。
・大阪のGDP国内シェアは令和５年度で7.6％で前年度（令和４年度）と同じ。経済規
模は44兆9,924億円で、対前年度比約４.３％の増となっており、３年連続で増加してい
る。
※GDPは、公表時期の関係から2年前の数値で自己評価している。

【経営課題２　大阪公立大学の「知の拠点」に向けた取組支援】
・森之宮キャンパスについて予定どおり開所された。それにより広く優秀な学生や研究
者を集め、多くの企業等と連携できる環境整備が進められた。（令和７年９月）
・第２期中期目標を踏まえた第２期中期計画を大学が着実に推進できるよう支援し、
「都市シンクタンク機能」や「技術インキュベーション機能」の充実・強化に寄与し
た。

今後の方針

【経営課題１　副首都・大阪の実現】
・副首都・大阪の実現に向け、当局が司令塔役となって、副首都ビジョンに基づく世界
標準の都市機能の充実やチャレンジを促す経済政策に関する取組の推進及び進捗管理を
進める。また、大阪自らの安全・危機管理機能の強化のうえに、首都機能のバックアッ
プに向けた取組を進めていくとともに、防災庁の地方機関が大阪に設置されるよう、大
阪の強みなどを国に働きかけていく。
・府市一体条例のもと、副首都推進本部（大阪府市）会議を開催するとともに、同会議
で協議・合意した取組の具体化に向け、進捗管理を行っていく。
・副首都法案について、国の動きを注視しながら、大阪がめざす副首都のあり方や国に
働きかける具体的措置について検討を進める。
・副首都・大阪にふさわしい大都市制度協議会において、広域行政を一元化した強力な
広域自治体と、地域の実情に応じた住民に身近なサービスに専念する基礎自治体の設置
に向けた具体的な制度設計を進める。

【経営課題２　大阪公立大学の「知の拠点」に向けた取組支援】
・第２期中期目標に向け、中期計画に基づき大学発スタートアップの創出などにより、
大阪の産業競争力の強化などに貢献するとともに、秋入学の導入などにより大学の国際
力強化などに取り組む大阪公立大学を支援していく。


